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１．会１．会 社社 概概 要要

設 立：１８９６年１２月３日（明治２９年）

資 本 金： ６，４６５百万円

売 上 高： ８４，８３１百万円（連結２０１０年度）売 上 高： ８４，８３１百万円（連結２０１０年度）

事業内容：衣料用繊維製品および産業用資材の製造･販売事業

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ運営 不動産開発事業

ｽﾎﾟｰﾂ・介護施設/小売・サービス店舗の運営・開発事業

乗馬・ペット用品、寝装品など生活用品流通事業

グループ本社所在地：大阪市中央区瓦町３－３－１０グル プ本社所在地：大阪市中央区瓦町３ ３ １０

従 業 員：単体 約９５０名（２０１０年１１月現在）

グル プ ４２社 約４ ９００名
3

グループ ４２社 約４，９００名



２．ＮＮ１２０ビジョン（０８年１月）２．ＮＮ１２０ビジョン（０８年１月）
繊維・非繊維という考え方を撤廃し、基本戦略の共通した事業領
域を全て「本業」と位置づける「事業複合体」への脱皮を目指す域を全て「本業」と位置づける「事業複合体」への脱皮を目指す
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ⅡⅡ．組織・社員の能力意識の特徴．組織・社員の能力意識の特徴
（組織診断結果）（組織診断結果）
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１．戦１．戦 略略 組組 織織 特特 性性

全体

(130)

1. 市場開拓行動 45.3 1.

2. 事業領域の拡大 45.0 2.
弱み

１．市場開拓行動 45.3
２．事業領域の拡大 45.0

3. 行動志向 39.6 3.

4. 分析志向 46.0 4.

５ コアコンピタンス 50 1 「定年まで安

３．行動志向 39.6

5. ｺｱｺﾝﾋﾟﾀﾝｽ 50.1 5.

6. 公明性 49.3 6.

7 意思決定の軽快さ 46 7 7

５．コアコンピタンス 50.1 「定年まで安
心して働け
る会社」7. 意思決定の軽快さ 46.7 7.

8. 権限委譲 49.4 8.

9. 組織の冗長性 44.4 9.

る会社」

強み
10. 利益重視 51.9 10.

11. 効率重視 49.3 11.

強み
１０．利益重視 51.9

6
全体
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２．個２．個 人人 特特 性性
全体
(391)

1. 仕事コミットメント 49.0 1.

2. 対人感受性 46.9 2.

3. 交友関係の豊かさ 46.0 3.

4. 状況適応力 47.0 4.

5. 組織コミットメント 46.7 5.

6. 自己開発意欲 47.2 6.

7. 勤勉性 47.8 7.

8. 情報感受性 45.3 8.

9. 行動力 47.2 9.

10. 業務遂行力 49.0 10.

状況感知力11. 状況感知力 45.6 11.

12. 創造的思考力 45.4 12.

13. 傾聴力 47.3 13.

14. 主張性 45.5 14.

15 仕事に対する自信 45 5 15

弱み

強み
15. 仕事に対する自信 45.5 15.

16. 誠実な言動 49.5 16.

17. 執着性 48.1 17.

18. 対人的柔軟性 47.8 18.

19 努力志向 46 9 19

強み

19. 努力志向 46.9 19.

20. チャレンジ精神 47.6 20.

21. 自己決定感 47.7 21.

22. 綿密性 50.9 22.

23 許容性 48 1 23
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23. 許容性 48.1 23.

 全体 (391)

35 40 45 50 55 60 65



ⅢⅢ 人財ビジョン人財ビジョンⅢⅢ．人財ビジョン．人財ビジョン
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１．人財ビジョン１．人財ビジョン

人財理念

・社員の使命は、仕事を通じて自ら学び自ら成長することです。・社員の使命は、仕事を通じて自ら学び自ら成長することです。

・会社の使命は、成長しようと努力する社員に対して支援する・会社の使命は、成長しようと努力する社員に対して支援する

人財ビジョン

会社の使命は、成長しようと努力する社員に対して支援する会社の使命は、成長しようと努力する社員に対して支援する

ことです。ことです。

人財ビジョン

◆ニッケグループ社員に求めること◆ニッケグループ社員に求めること

・チャレンジ精神を持ち続ける人材であること・チャレンジ精神を持ち続ける人材であること

高い認識力を持つ人材であること高い認識力を持つ人材であること・高い認識力を持つ人材であること・高い認識力を持つ人材であること

・倫理観に富む人材であること・倫理観に富む人材であること

9・真面目で誠実であること・真面目で誠実であること



２．人財ビジョン基本施策２．人財ビジョン基本施策

安心のための施策安心のための施策

雇用の安定＝雇用の安定＝６５歳定年制（６５歳定年制（0909年年44月実施）月実施）

「倫理性」と「真面目で誠実」の基盤を固める「倫理性」と「真面目で誠実」の基盤を固める倫理性」と 真面目で誠実」の基盤を固める倫理性」と 真面目で誠実」の基盤を固める

「６０歳まで」の意識を「６５歳まで」に変える「６０歳まで」の意識を「６５歳まで」に変える ←← むしろ若年層が内向きむしろ若年層が内向き

６０～６５歳はオマケじゃない６０～６５歳はオマケじゃない

チャレンジ精神と高い認識力のための施策チャレンジ精神と高い認識力のための施策

６０ ６５歳はオマケじゃない６０ ６５歳はオマケじゃない

グループ人事による活力ある組織（グループ人事による活力ある組織（0909年年1212月人財戦略室開設）月人財戦略室開設）

定昇意識の撤廃と成長の評価（定昇意識の撤廃と成長の評価（1010年年33月ﾁｬﾚﾝｼﾞｸﾞﾚｰﾄﾞ制度運用開始）月ﾁｬﾚﾝｼﾞｸﾞﾚｰﾄﾞ制度運用開始）

グループでの教育制度の実現（グループでの教育制度の実現（1010年年33月ｸﾞﾙｰﾌﾟ階層別教育制度開始）月ｸﾞﾙｰﾌﾟ階層別教育制度開始）

高い認識力の醸成高い認識力の醸成

10やりがいと成長を実感する制度やりがいと成長を実感する制度



ⅣⅣ ６５歳定年制度６５歳定年制度ⅣⅣ．６５歳定年制度．６５歳定年制度
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１．制度設計の基本方針１．制度設計の基本方針

ＮＮ１２０ビジョンの経営方針の具現化ＮＮ１２０ビジョンの経営方針の具現化

“社員の幸せを追求し、希望と生きがいの持てる
企業グループを目指します”

会社への安心感＝長期雇用による退職後も含めたライフプランを会社への安心感＝長期雇用による退職後も含めたライフプランを
確立する確立する確立する確立する
⇒⇒６５歳定年制導入と退職年金制度の充実＝６５歳まで「仕事人生」６５歳定年制導入と退職年金制度の充実＝６５歳まで「仕事人生」

人財理念と人財ビジョンを追求し会社風土を改革する人財理念と人財ビジョンを追求し会社風土を改革する

⇒⇒長期雇用での長期的な成長と能力発揮＝処遇の厳格化・公正化長期雇用での長期的な成長と能力発揮＝処遇の厳格化・公正化
→→６５歳までのキャリアビジョンを描く６５歳までのキャリアビジョンを描く
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２．年齢構成の特殊性２．年齢構成の特殊性

正社員年齢別分布状況（H19 4月現在）正社員年齢別分布状況（H19.4月現在）

55～59

40 44

45～49

50～54 マネジメント層とベテラン社員マネジメント層とベテラン社員
の欠如の欠如

30～34

35～39

40～44
年
齢

20～24

25～29

30 34

グループ間人事交流にグループ間人事交流に
よる充足よる充足

0 20 40 60 80 100 120

～19
よる充足よる充足

13人数



３．基本的な考え方３．基本的な考え方

①①６５歳までの雇用計画６５歳までの雇用計画①①６５歳までの雇用計画６５歳までの雇用計画

⇔（再雇用制度は１年契約）
＝仕事人生のライフスタイルを６５歳までに変更

②②発揮能力による公正かつ厳正な処遇発揮能力による公正かつ厳正な処遇

＝仕事人生のライフスタイルを６５歳までに変更

②②発揮能力による公正かつ厳正な処遇発揮能力による公正かつ厳正な処遇

＝仕事人生のキャリアビジョンを６５歳までに変更

③③６０歳以降の収入の安定６０歳以降の収入の安定

生計費 確保・生計費の確保
・ＤＣ制度導入による年金の充実
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４．制度導入４．制度導入

定年年齢の延長（厚生年金受給年齢にスライド）定年年齢の延長（厚生年金受給年齢にスライド）定年年齢の延長（厚生年金受給年齢にスライド）定年年齢の延長（厚生年金受給年齢にスライド）

６０歳定年６０歳定年
２００８年３月３１日まで２００８年３月３１日まで

６０歳定年６０歳定年

※※旧雇用制度適用旧雇用制度適用
６
０
６
０

２００８年４月１日以降～２００８年４月１日以降～

２００９年３月３１日まで２００９年３月３１日まで

６４歳または６４歳または

６０歳の選択定年６０歳の選択定年

０
歳
到

０
歳
到２００９年３月３１日まで２００９年３月３１日まで ６０歳の選択定年６０歳の選択定年到
達
到
達

２００９年４月１日以降～２００９年４月１日以降～ ６５歳定年６５歳定年
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５．制度の内容と運用５．制度の内容と運用

６０歳以降の本給設定６０歳以降の本給設定６０歳以降の本給設定６０歳以降の本給設定

・直近３年間の人事考課 ５０～１００％で設定
標準評価 ７５％ ライン長職 １００％標準評価 ７５％ ライン長職 １００％
マイスター職(高度専門能力・技能等保持者) ８５％標準

・毎年、本給を１％単位で見直し毎年、本給を１％単位で見直し

役職定年制は設けない役職定年制は設けない

「仕事人生は６５歳まで 「６０歳以降はオ ケではな「仕事人生は６５歳まで」「６０歳以降はオマケではない」
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６．人件費管理の視点６．人件費管理の視点

①①中央労使協議会で「賃金・賞与・定年制」の中央労使協議会で「賃金・賞与・定年制」の①①中央労使協議会で「賃金 賞与 定年制」の中央労使協議会で「賃金 賞与 定年制」の
基本的考え方をセットで合意（基本的考え方をセットで合意（0808年年1212月）月）

＝処遇の配分で「考え方」の相互の理解を共有する＝総額不変＝処遇の配分で「考え方」の相互の理解を共有する＝総額不変＝処遇の配分で「考え方」の相互の理解を共有する＝総額不変＝処遇の配分で「考え方」の相互の理解を共有する＝総額不変

②②賞与交渉方式と交渉基礎の改定（年間賞与月数賞与交渉方式と交渉基礎の改定（年間賞与月数
の抑制＝の抑制＝0.70.7～～88ヶ月）ヶ月）

③③新賃金制度（チャレンジグレード制度）による新賃金制度（チャレンジグレード制度）による
定期昇給意識の撤廃と定昇率の抑制＝△定期昇給意識の撤廃と定昇率の抑制＝△0.20.2％％
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定期昇給意識の撤廃と定昇率の抑制 △定期昇給意識の撤廃と定昇率の抑制 △0.20.2％％



７．退職年金制度の充実７．退職年金制度の充実

退職金制度改定の目的退職金制度改定の目的

６０才から７５才までの安定した６０才から７５才までの安定した

月収によるライフプランを想定月収によるライフプランを想定

退職後のライフプラン・資産運用を退職後のライフプラン・資産運用を

考えるきっかけ・手段に考えるきっかけ・手段に

６５才以上の夫婦世帯の標準生計費６５才以上の夫婦世帯の標準生計費
（約２４万円）を意識したライフプラ
ンを想定し設計する

退職金の中から１／４に当たる金額
を原資に１０年年金を設定を原資に１０年年金を設定

確定拠出企業年金（ＤＣ）制度の導入
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確定拠出企業年金（ＤＣ）制度の導入
（平成２０年１２月制度改定）



８．新退職金・年金制度８．新退職金・年金制度

在籍時（積立時） 退職後（給付時）

一時金

退職一時金

５０％

終身年金

１０年有期年金

（一時金選択可）

確定給付
２５％

終身年金

（一時金選択可）

確定給付
企業年金

５年又は１０年５年又は１０年

有期年金有期年金

※６０～７０才の間で年金
受取開始時期を選択

６０歳到達

ＤＢ
２５％

（６０歳） （７０歳）

確定拠出企業年金

有期年金有期年金

（一時金選択可）（一時金選択可）

受取開始時期を選択

※運用成果
により変動

19

６０歳到達

※上記は定年退職時のモデル図

入社 （６０歳） （７０歳）
（６５歳）

※確定拠出年金の想定利率＝2%



９．月収モデル９．月収モデル

本給 360,000

～６０才 ６０才～６５才 ６５才～７０才 ７０才～

,

確定給付年金 40,000

本給 270,000
（75%）

確定拠出年金 40,000
確定給付年金 40,000

確定拠出年金 40,000

確定給付年金

公的年金 185,000
確定給付年金 20,000
公的年金 185,000

20
計 310,000計 360,000 計 265,000 計 245,000



ⅤⅤ 今今 後後 のの 課課 題題ⅤⅤ．今．今 後後 のの 課課 題題
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今今 後後 のの 課課 題題

１．６０歳＝「卒業」意識の払拭１．６０歳＝「卒業」意識の払拭１．６０歳 卒業」意識の払拭１．６０歳 卒業」意識の払拭

⇒６０歳以降の業務の整理

２ 確定給付企業年金の「拠出型」への転換２ 確定給付企業年金の「拠出型」への転換２．確定給付企業年金の「拠出型」への転換２．確定給付企業年金の「拠出型」への転換

３．健康管理の強化３．健康管理の強化

⇒５０歳以上の管理職の定期健診のグレ ドアップ⇒５０歳以上の管理職の定期健診のグレードアップ
とオプションの充実（０９年度実施）
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ざご清聴ありがとうございました


